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1、はじめに

〇集団による労使コミュニケーションの意味、課題

個々にコミュニケーション実現

・多様な労使関係 ： 個々、様々な労使の関係性（広義）。

・労働者が個別化、多様化：雇用形態、

採用（中途採用の増加）、働き方の多様化、

雇用関係のない労働者（フリーランスなど）

・企業、経営も多様（グローバル化、コロナの影響、技術革新）

・技術革新（オンライン、SNS）：情報量の増加、繋がりやすさ

コミュニケーションの内容、成果（質）：課題解決（ex.公正性など）
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図1-1 労使協議機関の成果（事業所調査）

成果あり わからない 成果なし

厚生労働省『労使コミュニケーション調査』2019年
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２、日本の労使関係の特徴

〇 現在、良好、安定的という評価が多い

事業所調査： 安定的と回答81.9％

個人調査： 良好と回答60.5％（前回調査 55.3％）

厚生労働省『労使コミュニケーション調査』

労働組合： 安定的と回答89.9％

厚生労働省『労使間の交渉等に関する実態調査』

⇒ 紛争少ない

戦後の激しい労使紛争を克服して、協調的な関係を形成 ⇒経済発展

しかし、現在は、生産性は低迷、賃金上がらず、雇用問題（質）も。
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3、労使関係の変容

〇労使関係の構造： 一体化 ⇒ 疎隔化

一部発生

＊労と使、企業は、それぞれの発展
拙著『労使関係の変容と人材育成』

〇一体化構造の形成 ：労使紛争を克服して、協調的な関係を形成

＊生産性運動の三原則

①雇用維持 ②労使協議 ③公正分配

*労働者、組合の経営参加、産業民主主義

＜労使コミュニケーション＞

企業別組合が中核、

産業別労働組合もバックアップ

＊自主的4



〇労使コミュニケーション（労使の一体化構造）
表3-1 レベル別労使コミュニケーション（労使一体化構造）

職場レベル： 職場の改善、提案等々 自主的な取り組み

ex.QCサークル 「経営参加」

企業レベル： 労使協議、交渉：労働条件、分配 情報、提案、ex.要員

「経営参加」

産業レベル： 企業、事業所の労組をバックアップ

ex.生産性向上の具体的な内容の情報提供、春闘等々

「経営参加」

国レベル： 審議会など労働政策に労使が参画

（国民経済） 「政策参加」

筆者作成
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4、現在の労使コミュニケーションの特徴

〇労使関係は良好、安定的という評価：協調的

労使関係の構造は疎隔化

・企業経営の変化

・労働者、労組の姿勢に変化

労使コミュニケーションにも変化

6



0

5

10

15

20

25

30

35

40

19
71

19
72

19
73

19
74

19
75

19
76

19
77

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

図4-1 新入社員の会社選択理由

自分の能力・個性を活かせるから 仕事が面白いから 技術が覚えられるから 会社の将来性を考えて

日本生産性本部「新入社員調査『働くことの意識』』2019年7
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図4-2 労使コミュニケーションについて重視する項目（事業所調査）

2009 2014 2019

厚生労働省『労使コミュニケーション調査』8
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図4-3 労使コミュニケーションについて重視する項目（個人調査）

2009 2014 2019 厚生労働省『労使コミュニケーション調査』
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過去5年にAI等の新技術導入・・33.4％

そのうち、労使の協議：導入前に実施 39.1％

導入後に実施 12.4％

行っていない 51.3％

（理由の1位：「経営判断だから」）

協議実施：9割が効果ありと認識

JILPT「新しいデジタル技術導入と労使コミュニケーションに関する研究」 2021年
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図4-4 ここ3年間の労使協議内容
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％

11 戎野淑子「生産性向上と労使協議」
連合総合生活開発研究所『持続可能な経済社会の実現に向けた労使協議のあり方』2023年
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図4-5 ここ3年間の労使協議内容 企業規模別

３００人未満 ３００人以上 １０００人以上 ３０００人以上 １００００人以上

n＝518

戎野淑子「生産性向上と労使協議」
連合総合生活開発研究所『持続可能な経済社会の実現に向けた労使協議のあり方』2023年
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無回答

図4-6 生産性向上のために今後充実させる必要のある協議内容（2つまで）
n=518

13 戎野淑子「生産性向上と労使協議」
連合総合生活開発研究所『持続可能な経済社会の実現に向けた労使協議のあり方』2023年



図4-7 労使協議について
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戎野淑子「生産性向上と労使協議」

連合総合生活開発研究所『持続可能な経済社会の実現に向けた労使協議のあり方』2023年
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図4-8 賃上げ要求について

①考え方

Aに近い Aにどちらかと言えば近い Bにどちらかと言えば近い Bに近い 無回答

A: 賃金要求額は、支払い能力を重視する
B: 賃金要求額は、組合員の気持ちを重視し、支払い能力は参考程度にする

戎野淑子「生産性向上と労使協議」
連合総合生活開発研究所『持続可能な経済社会の実現に向けた労使協議のあり方』2023年
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図4-9 労使協議の内容について大体知っている割合

全体 課⾧クラス以上 パートタイム労働者

厚生労働省『労使コミュニケーション調査』
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○労使コミュニケーション（変化の特徴）

表4-1 レベル別労使コミュニケーション（変化の特徴）

職場レベル： 企業の発展と自分の生活向上とは分離した考えも

職場の雰囲気低い（諸外国との比較研究）：

部下や後輩を育てる、助け合い

一人一人の能力を引き出す

＊「経営参加」は薄い

企業レベル： 労使協議、交渉

：「経営事項」について低下

目の前の問題には積極的な対応

長期的な発展の礎となる内容について少ない

「教育」、「新技術導入」

労働組合の早期、あるいは初めから歩み寄り

・・労使協調だが、問題の解決につながるのか（賃金など）

協議内容に関心薄れる

＊「経営参加」は薄い、

＊協議の意味の理解
17



産業レベル： 春闘等々で存在感が低下

（官製春闘などと言われることも）

企業レベルの労使関係との連携が難しい（多様）

＊役割とは？

国レベル： 審議会など労働政策の決定プロセスに変化が見られることも。

（国民経済） ＊労使の政策参加とは？

労使自治、産業民主主義の危機との声も。

＊新たな労働問題への解決、新たな環境に対する対応？

「経営参加」、「政策参加」が薄れる。

労使コミュニケーションの理解、質の低下
（労労コミュニケーション）

筆者作成
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5、今後の課題

〇労使コミュニケーションの意義

〇労使関係：労使で課題解決

○長期的な視点

○社会全体への視野
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○労働組合の主体性、役割

・労働者の実態、要望

・中小企業の労使コミュニケ―ション

・・・地域・産業別労組、職種別労組

○質の高い労使コミュケーションが実現する基盤づくり：行政

この問題を議論する「労使コミュニケーション」が必要
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